現代日本における企業が果たすべき役割と責任 日本型企業社会論について by 櫻井 善行
目 次
はじめに
1 企業とは何か
 企業の本質と形態
 社会的企業という立場
 企業の反社会的行為とブラック企業
2 企業の社会的責任
 顧客への責任
 取引先への責任
 地域への責任
 従業員への責任
 国際社会への責任と ISO
3 企業不祥事と企業責任
 企業不祥事・企業犯罪
 不祥事の土壌
 企業犯罪とコンプライアンス
4 企業の社会貢献活動
 フィランソロピー
 メセナ
 ファミリーフレンドリー企業
 環境報告書から CSR 報告書へ
5 まとめ
キーワード 企業の社会的責任 (CSR)
企業の社会貢献
コンプライアンス
企業社会
企業性善説
社会的企業とブラック企業
はじめに
本稿では､ 日本の企業の置かれている位置
と日本社会において果たしてきた役割につい
て､ 日本型企業社会とはいかなるものかとい
うことを考察しながら､ その特徴を整理しよ
うとしたものである｡ 筆者はかつて ｢企業社
会日本の形成過程と展望についての若干の考
察｣ という拙稿を書いたことがある｡ それは
今から 20 年近くも前の､ 筆者が当時の社会
人大学院の修士論文として提出したものであ
るが､ 今読み返せば欠点も身につき恥ずかし
い限りである｡ しかしながら拙稿で問いかけ
たのは､ バブルがはじけたとはいえ当時の日
本社会における異常ともいえる特別扱いされ
る企業の位置の ｢光と影｣ についての考察を
試みたものである｡ 当然にも日本の企業を扱
う場合､ その正当な評価が必要なのはいうま
でもない｡ それこそ出所が明らかでない風聞
などをベースに論評することは現に慎まなけ
ればならない｡ あくまでも事実に基ずく客観
的なデータによるものでなければ説得力はな
い｡ ともあれこれが私の企業社会論の出発点
であった｡
ところで今も記憶に生々しいのは､ そのと
き論文審査に関わった副査の教授が､ 拙稿へ
の疑義として､ ｢企業社会｣ というカテゴリー
と ｢企業の社会的責任とは何か｣ という攻撃
的質問をなされたときのやりとりであった｡
筆者は当時の大企業トヨタの身勝手さの事例
として ｢当時のトヨタの夏季の変則休日 (土
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日勤務､ 平日の水金休日)｣ (1987 年) を紹
介したのだが､ 教授はその事例をこのときは
じめて知ったということであった｡ 氏にはト
ヨタ関係の執筆が何冊もあったにも関わらず
である｡ このとき筆者は､ 学問の対象はそれ
だけ狭い範囲に限定しても､ ある物事に純化
して精通すべきであるということを知り､ 新
鮮な驚きを隠しきれなかった｡
あれから 20 年近い歳月がたち､ ｢企業社会｣
についての認知は深まりつつあり､ 学会でも
共通問題として認識されつつある｡ 何よりも
コンプライアンスに始まり企業の社会的責任
にいたるまで､ 企業が社会で果たさなければ
ならない ｢責務｣ はいつでもどこでも語られ
るようになったことは重要である｡ さらに企
業の総本山めにあたる日本経団連なども企業
の社会的責任について公言するようになっ
た｡1 もちろんそうした ｢責務｣ がパーフェ
クトかどうかは問われることだが､ それより
も､ どうして企業自らがそれを語るようになっ
たのかが､ 筆者にとっては重要であり､ 大き
な関心事である｡
また 1990 年代以降､ 日本のほとんどの大
企業では ｢環境報告書｣ の類のレポートが公
表されるようになった｡ 詳細は後述するが､
環境報告書では ｢環境問題｣ だけに限らず様々
な関わりにおいて ｢社会的責任｣ を果たさな
ければならないことの記述が多々あり､ そう
したことに取り組むことは社会的な常識とさ
れるようになった｡ もはや企業は対外的には
社会的存在でなければならないのであって､
これも大きな変化である｡
にもかかわらず､ 筆者は近年の企業が本当
に社会的な責務を果たしているかどうかとい
う大きな疑問に突きあたる｡ というのは社会
的責任が至上命題として当事者には共通認識
があるはずにもかかわらず､ 日常的に日本を
代表する企業が不祥事や犯罪を起こし､ コン
プライアンスに抵触するようなこともしばし
ば耳にする｡ ｢企業の社会的責任｣ (corpo-
rate social responsibility＝CSR) とは企業
が容認するご都合主義的なものか､ あるいは
広告塔的なものであって､ それを超える範疇
については企業は配慮はないし容認していな
いのではということを筆者は常々感じている｡
筆者が重い腰を上げて､ 再度 ｢企業社会論｣
に踏み込もうとしたのにはもう 1 つの理由が
ある｡ それは 2011 年 3 月 11 日に起きた東日
本大震災という未曾有の災害の経験である｡
この自然災害と人的災害がかけ合わさった大
惨事を受けて､ 現在､ 復旧・復興に向けた最
中である｡ とりわけ原発災害の当事者の企業
である東京電力や政府には当然責任はあろう
が､ それ以上に日本の財界・企業もこの間の
政策を尻押ししてきたのであり､ 彼らにもそ
れ相当の責任と義務があろうと考えるからで
ある｡ 本稿はエネルギー政策を論じることを
目的としているわけではないし､ その点につ
いては別の機会に論じるとして､ この間の企
業としての東京電力の対応についてである｡2
また少なからぬ企業は､ この震災を契機に
生産拠点からの撤退・逃亡を図るところも見
られれば､ 一方では困難な中でも被災地域に
留まり､ 雇用の確保と地域経済の復興のため
に尽力を尽くしているところもあるにもかか
わらずである｡ 何よりも､ この震災を口実に
日本経団連などの財界の総本山やブレーンの
一部は､ 企業本位の ｢経済特区｣ や TPP の
導入など､ より弱肉強食の ｢新自由主義｣ 施
策を後押ししようとしていることである｡ も
ちろん｢政権交代｣ 前から現在まで政府内部
でもこの傾向は根強くある｡ 企業の中にはこ
の大震災という甚大な被害を利用して､ さら
なる利潤を求めようとする企業があるのは重
要である｡
蛇足ながら日本を代表する大企業であるト
ヨタ自動車は､ 東北地方を東海・北部九州に
次ぐ国内第三の生産拠点として位置づけ､ 関
連子会社の本社移転などで着々とその準備を
重ねてきた｡ だがこの震災で､ 東北地方の生
産拠点が壊滅的な打撃を受けたこともあって､
企業戦略の再構築に迫られ､ この震災をきっ
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かけに企業再編の取り組みが早まった｡ 生産
体制の再構築と生産拠点の確保という企業戦
略と地域経済の復興・雇用の確保という社会
的責務と社会的貢献が合致するかの様相を呈
している｡ なにもこの企業の戦略を持ち上げ
るつもりはないが､ 1 つの流れとして認識し
ておくことは重要である｡ この点については
別の機会に検討すべきことであると筆者は考
えている｡3 また労働の側からの CSR につい
ても筆者は大きな関心を持っているが､ 今回
の拙稿では大きくは扱ってはいない｡
本稿では､ まず ｢1 企業とは何か｣ という
ことで企業の特徴づけを行い､ 続いて ｢2 企
業の社会的責任｣ について扱い､ それをふま
えて現状としての ｢3 企業不祥事と企業責任｣
について扱う｡ そのうえで現在の各企業の取
り組みとして ｢4 企業の社会貢献活動｣ でフィ
ランソロピーやメセナなどの活動について扱
い､ ｢5 まとめ｣ では本稿のまとめをおこな
うという構成で展開する｡
なお本稿は､ こうした日本の ｢企業社会論｣
に関わって私が､ これまで研究に関わってき
たことについての整理をすることが第一の目
的である｡ したがって本稿は完成原稿ではな
く､ 次の研究への飛躍のための準備と資料の
性格を持っていることをお含みいただきたい｡
1 企業とは何か
 企業の本質と形態
筆者が今回研究対象とした企業とは､ 家計､
政府と並ぶ経済主体の一つとして機能してお
り､ 基本的には営利を目的として､ 目標と計
画をたてて経済活動を行っている経済主体で
ある｡ また企業は資本と労働によって新たな
価値を生みだす場でもある｡ その価値から雇
用している労働者に賃金を支払うという至極
当然のことをおこない､ 企業が利益を計上す
れば株主に配当金を支払い､ 法人税という名
の国家への賄いを行うとともに､ その利益に
よって様々な社会貢献活動も可能となった｡
また企業が活動を継続することで利益を増殖
し､ その結果経営規模が拡大されれば､ 直接
間接にその国の経済成長と発展に寄与するこ
とにもなる｡ こうした企業の規定は､ 現在で
は一般的な共通認識であると考える｡
したがって企業の存在と活動は､ 経済成長・
発展の源泉であるとともに､ 社会的には大き
な責任を持った存在である｡ これは官民問わ
ず､ 企業に課せられた大きな課題である｡
企業には運営の担い手から国や地方公共団
体などが担う公企業があり､ それ以外の企業
は私企業といわれる｡ 私たちが関わる企業の
多くは私企業である｡ 一方類似用語として
｢会社｣ という言葉があるが､ 会社形態には
含まれない個人商店なども企業には含まれる
ため､ 概念としては企業の法が会社よりは広
く捉えることができる｡ しかし本質的に企業
は利潤獲得・拡大を追求する営利団体である
ということは大前提である｡4
公企業の多くは､ 国や地方公共団体が出資・
経営する企業形態である｡ 日本の国営企業は
国有林野事業などを除けば限定的である｡ し
かし､ 独立行政法人や公社・公団は構造改革
の荒波で再編過程であるが､ 地方公共団体が
運営する地方公営企業は上下水道やガスや地
方交通などライフラインと直接関係する部門
においては公的部門のウエイトが現在も多数
存在する｡ ただし､ 21 世紀に入ってからの､
構造改革・市場原理と民営化の嵐の中で､ 徐々
に ｢官から民｣ への経営の比重が移行してい
るのも確かである｡5
 社会的企業という立場
一方社会的企業 (Social Enterprise, So-
cial Entrepreneurship) の存在も､ 近年人々
の話題となっている｡ 日本ではそう多くはな
いが､ 個人では解決困難な社会問題の解決を
めざしながら､ 収益事業を扱い営利的行為を
おこなう事業体である｡ 古今東西こうした事
業活動を行った実業家はそう多くはないが､
イギリスのロバート・オウエンの ｢ニュー・
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ラナーク｣ などの事例や日本でも大原孫三郎
の社会貢献活動が知られる｡6
こうした事業体が注目を集めるようになっ
たのは､ 世界的には 1980 年代以降である｡
レーガン政権下やサッチャー政権下で財政が
大幅に縮小されると､ それまで公的な助成金・
補助金に大きく依存して運営されてきたアメ
リカやイギリスの NPO は深刻な資金不足に
陥った｡ そうした中で､ 従来のような内部補
助の収益事業ではなく､ 事業体の中心的な活
動を収益事業とするモデルが選択肢の一つと
なった｡ ただ近年日本でも注目されつつも､
大きな広がりがないのは､ 日本の場合は株式
会社形態の企業が､ 資本力や従業員､ 売上高
や経常利益などの量的な差異によって､ その
企業の優劣を判断する傾向が強いからであろ
う｡
社会的企業の中にも株式会社形態を取るも
のも少なくないが､ 一般的な株式会社と社会
的企業の範疇に含まれる株式会社の違いとし
て､ 常に利潤最大化行動を採るかどうかとい
う点がある｡ 社会的企業は社会的課題の解決
が前提としてあるため､ 単なる営利企業のよ
うに自社の利潤の最大化をめざすのではなく､
社会的目的の実現を最優先する｡ こうした点
は社会的企業の存続基盤の脆弱さを示すが､
一方ではその社会的企業の掲げる目標が第三
者の理解・共感・賛同を得た場合には､ こう
した弱点は克服されることになる｡
 企業の反社会的行為とブラック企業
ところで社会的責任や社会貢献どころか反
社会的な傾向の行為をおこなう企業もある｡
その一例がブラック企業である｡ ブラック企
業またはブラック会社とは､ 企業のモラルか
らもコンプライアンスからも､ 就職先として
勧められない企業のことである｡ ｢ブラック｣
の表現に表されているように､ 従業員への働
かせ方に世間一般には公表できない法律に触
れるようなことが恒常的な状態の企業である｡
さらにこうした職場では暴力的行為をともなっ
たパワーハラスメントが一般化しており､ 常
にグレーゾーンの状態での労働を従業員に強
いる体質を持つ事業所である｡ こうした事例
が指摘される企業には､ 民間企業に留まらず
学校法人､ 社会福祉法人､ 官公庁や公営企業､
医療機関なども含まれている｡
この用語は､ もともとはインターネット上
の隠語として使われていたが､ 2008 年発行
で､ 実話をもとにした書籍 『ブラック会社に
勤めてるんだが､ もう俺 (おれ) は限界かも
しれない』 (新潮社) や､ 同名の映画などで
広く知られるようになった｡ すでに就職氷河
期を経てリーマンショック以来の不況は､ 人々
とりわけ若者の中に､ 企業が少々違法性が高
くコンプライアンスに抵触していても､ 我慢
するのは当然だという雰囲気が就職希望の学
生に蔓延しているのも､ こうした企業が跋扈
する一因である｡7
ブラック企業として名指しで指摘され､ 学
生間の ｢指摘｣ でも上位にあげられるのは､
グッドウイルのような人材派遣業､ 経営破綻
した賃金未払いで有名になった英会話の NO
VA､ 先物取引業者グローバリー等がある｡
こうした企業の多くは､ 伝統ある企業ではな
く､ 近年新規参入してきた新興企業がほとん
どであり､ 激しい企業間競争に勝ち抜くには､
規制や労働法規などは最大の障害物だと企業
経営者が考えている節がある｡ ｢いやだった
らやめていけ｣ という脅迫に､ ｢こんな会社
は辞めてやる｣ ということが繰り返され､ 問
題の本質的な解決に迫ることなく､ 再生産さ
れてきたのが現状である｡
2010 年 10 月 1 日時点の就職内定率は､
57.6％である｡8 ある女子学生は ｢これだけ
就職戦線が厳しくなると､ 学生は 『少々の理
不尽なことには目をつぶらなければ』 という
発想になりがち｡ それが経営者側の強気の態
度を招いている面もあると思う｣ と話す｡ こ
うして ｢ブラック企業､ 世にはばかる｣ こと
になる｡9
企業への評価は別として､ 企業の存続発展
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は社会の存続発展と軌を一にする｡ 企業が社
会的な役割を果たし ｢健全｣ な発展していけ
ば､ 社会もまた健全な発展をしていくことに
なる｡
もちろんそのためには企業と関係する様々
な分野での不断の努力が必要であるのはいう
までもない｡ それがなければ企業の社会的役
割など､ ｢絵に描いた餅｣ となってしまうで
あろう｡ それ故､ 企業の果たすべき役割を確
認しておく必要がある｡
2 企業の社会的責任
ところで近年では常識となった ｢企業の社
会的責任｣ (CSR) とは何を意味するのであ
ろうか？ この用語は現在においては社会に
氾濫しているが､ 必ずしも社会一般の共通理
念や認識になっているとはいえない｡ 各企業
では思い思いの発想でもって CSR を語って
いるのが現実である｡ 企業が誰にどのような
社会的な責任を果たそうとしており､ 果たさ
なければならないのかということが重要であ
るが､ ここでは CSR の対象を以下の 5 点に
整理をしながらその意味を考えてみたい｡ そ
れは顧客への責任､ 取引先への責任､ 
地域への責任､ 従業員への責任､ 国際社
会への責任である｡
 顧客への責任
企業が消費者＝顧客への安心・安全を提供
することは大前提である｡ たとえば欠陥商品､
期限切れ商品､ 表示違反商品など近年賑わせ
た事例がある｡ 情報化社会の反映として ｢顧
客情報の漏洩｣ なども最近目にする｡
企業の成立条件の 1 つとして､ 顧客との信
頼関係がある｡ その顧客から信頼関係がなく
なったり､ 場合によっては顧客の命や安全に
関わる利害関係が発生して､ 時には､ 裁判係
争事例や不買運動へと発展することすらある｡
1 つの事実が発覚することで､ 企業の社会的
イメージや信用が著しく低下し､ 企業業績に
も影響を与えて企業が事業継続すら困難な状
態に追い込まれることもある｡ 私たちは実際
にこうした事例を多々見てきた｡10 企業の社
会的責任という場合､ 企業の基本的な活動か
らしても顧客との信頼関係の構築と継続はと
ても大きな課題である｡
 取引先への責任
現代社会が資本主義である以上､ 国籍､ 企
業規模､ 取引実績の有無等を問わず全ての取
引相手への自由競争原理に基づいたオープン
な参入機会が前提になる｡ それは公正・公平
が原則であり取引相手を大切にすることは当
然である｡ 資材やサービスの供給には､ ｢品
質｣ ｢価格｣ ｢納期｣ ｢環境保全｣ ｢技術｣ への
考慮が前提としてあるし､ 取引関係における
各種法令や社会規範や企業モラルの遵守は最
低限のことであり､ 取引先の選定には公正を
期しなければならないのはいうまでもない｡
また取引先の対象は世界的中にあり､ 国際
的視野にたった優れた資材やサービスを最適
な地域からの供給をめざすことになる｡ 地球
環境に配慮した資材を積極的に採用したり､
倫理観として恥ずかしくない企業活動と法令
や社会規範を遵守するためのガイドラインを
指針としなければならない｡
また取引先と対等・公正な関係を行うのは
当然であり､ 当事者企業に ｢下請法｣ を遵守
させることも重要である｡ この徹底のために
は｢親企業｣ とされる企業には特に下請法の
遵守を明示､ 徹底させることが必要となる｡
また遵守状況についての業務監査の実施と､
下請法に関する従業員教育も必要となる｡
従業員の中には､ ｢親会社と下請け｣ とい
う関係と意識が根強くあり､ それが特定の利
権行為や不祥事を生み出すことはよくある｡
｢親会社と下請け｣ の関係の背景にある主従
意識の克服のためにも､ 企業総体での従業員
への教育も重要になる｡
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 地域への責任
企業の存続は地域社会の協力があってこそ
可能である｡ 多くの企業誘致は､ 様々な障壁
があっても､ 地域社会の理解・協力があって
こそ可能であったのはいうまでもない｡ した
がって､ 企業が地域社会への責任を果たすの
は当然の業務である｡
とりわけ企業が地域に存続して経済活動を
していくことは､ 地域経済の活性化にとって
重要なことである｡ 地域経済の経済活動の発
展のための貢献とは､ その地域における雇用
の維持はもちろんのこと､ 地域における企業
の事業活動の継続が地域社会への大きな役割
を果たすのはいうまでもない｡ 近年､ 長く定
着してきた企業が生産拠点を海外や他地域へ
の移行によって地域社会の空洞化をもたらす
ことなどは､ 企業が地域に対して無責任な指
針と施策しか持ち合わせていないことを示す
ものである｡ 地域の有力な構成要員として地
域社会と共生し､ 地域社会によって資源を獲
得し､ 利益創造などを考える企業は､ 使命が
経済効果をあげることだけではなく､ 活気が
ある健全な地域社会を維持し､ その発展を促
進する役割を担うべきである｡
また企業は地域の民間団体と連携して新し
い課題に取り組み､ 政府や自治体を補完する
機能も持っている｡ そうした相互連携関係に
より人間が大事にされ､ 地域社会が活気にあ
ふれ､ かつ豊かに発展していくことが期待さ
れる｡ これも企業が果たすべき地域への責任
である｡
 従業員への責任
従業員への責任も多くの企業では語られて
きた｡ そもそも従業員を大事にしない企業の
社会的責任など考えられないことである｡ し
かし実際のところは首をかしげざるを得ない
事例にもよく遭遇する｡ とりわけ従業員との
雇用関係における ｢コンプライアンス｣ は重
要な課題である｡
コンプライアンスの直訳は 『法令遵守』 で
あり､ 文字通り解釈するなら､ 『法令違反を
しないこと』 つまり 『法律や条例を遵守する
こと』 である｡ ブラック企業ならいざ知らず､
一般的にコンプライアンスは企業に課せられ
た当然の責務である｡ しかしコンプライアン
スを単に 『法令遵守』 とだけとらえるならば､
法の不備をつき ｢法令に違反していない｣ と､
脱法行為を正当化する企業も出てくる｡
ある企業が主観的にコンプライアンスをい
うのではなく､ 客観的な基準でコンプライア
ンスが求められなければならない｡ ただコン
プライアンスの範囲や解釈については､ 明確
なものがあるわけではない｡ 各企業が､ 法令・
社内規程・マニュアル・企業倫理・社会貢献
などの範囲で自発的な取り組むことになる｡
したがって各企業での取り組み方も様々な形
になる｡ ただ共通認識としても､ 違法行為だ
けをしなければよいということではない｡ コ
ンプライアンスを前提とした高い企業倫理を
維持し､ 崇高な社会貢献を担える環境整備が
必要となる｡ そしてそうしたことは各企業の､
少なくとも上場企業といわれるところでは､
環境報告書などで明記されているのは事実で
ある｡
しかしながら筆者が見てきたいくつかの企
業では､ 企業が従業員に過酷な働かせ方を行
い､ それが原因でうつ病などの労働災害や時
としては生命を失う過労死・過労自死が引き
起こされてきた事例がある｡ だがこうした事
例が第三者からすれば当然企業に責任がある
と見られながらも､ 企業がその事実や非を認
めず裁判係争事件にまでなり､ 最後は司法の
手によって企業の責任に断が下されて､ やっ
と企業がその事実や非を認め､ 謝罪するとい
う事実もいくつかあった｡11
さらに近年違法な働かせ方として批判にさ
らされている｢偽装請負｣ をはじめとした企
業の違法・脱法行為が大企業と関係のある関
連会社で行われていることについてどのよう
に解釈したらよいのであろうか｡12
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 国際社会への責任と ISO
最近よく目にする ISO (International
Organization for Standardization) とは､
工業製品を中心に国際的に通用する規格や標
準を制定するための国際機関である｡ そもそ
も規格や標準類は､ 関係する組織体のレベル
により制定されてきた｡ たとえば企業レベル
では ｢社内規格｣､ 業界レベルでは ｢団体・
工業会規格｣､ 国レベルでは JIS のような
｢国家規格｣､ 地域レベルでは CEN のような
｢地域規格｣､ そして ISO のような ｢国際規
格｣ に分類される｡ ISO は､ 本部をジュネー
ブに置き 1947 年に ｢物質及びサービスの国
際交換を容易にし､ 知的､ 科学的､ 技術的及
び経済的活動分野の協力を助長させるために
世界的な標準化及びその関連活動の発展開発
を図ること｣ を目的に発足した｡13 ISO は非
政府組織だが､ 国際連合とその関連・専門機
関における諮問的地位を有し､ 通常の民間組
織とは趣が異なる｡ ISO の中で､ ｢社会的責
任｣ に関する国際規格は､ 規格番号 ISO
26000 として 2010 年 11 月に発行されたが､
規格の名称は“Guidance on social responsi
bility”であり､ ガイドの水準であってそれ
以上のものではない｡
2001 年 4 月､ 国際標準化機構 (ISO)の理
事会では CSR 規格の可能性を決議し､ 翌年
から消費者政策委員会 (COPOLCO) 内で
の検討がなされ､ CSR の規格化が可能であ
るいう見解をまとめ調査報告書として提出さ
れた｡ 2002 年 9 月には技術管理評議会
(TMB) 内で規格化に関して作業が始まり､
社会的責任を負うのは企業や組織だけではな
いという議論を経て､ 2003 年 2 月からは社
会的責任 (Social Responsibility) の呼称で
策定が続けられていた｡ 企業の活動は国際社
会においても責任を持たなければならないこ
とが共通認識となりつつある｡
以上 ｢企業の社会的責任｣ (CSR) につい
て見てきたが､ 必ずしも共通認識になってい
る訳ではないし､ 学問的な定義が定式化され
ている訳でもないことも明らかになった｡ 企
業はそれぞれが思い思いの CSR 像を描き､
国や自治体の関係者からもそれぞれの発想で
CSR を考え､ 研究者やシンクタンクも独自
の CSR 像を描き､ 労働者(＝従業員) や市
民からは､ 彼らの立場で CSR を捉えている｡
しかしながら､ そうした実態はさておくとし
ても､ ｢企業の社会的責任｣ というテーマが
現代社会の中での共通の課題となった事実は
重いものがある｡
だが､ それでは企業がこのような崇高な企
業理念を持ちながらも､ 一方では日常的に企
業不祥事や企業犯罪を繰り返すのはどうして
なのかということが問われてくる｡
3 企業不祥事と企業責任
今まで見てきたように､ 企業は社会的存在
であり､ 利潤追求活動とともに､ 社会貢献や
社会的責任を果たすことの必要性やコンプラ
イアンスの遵守を日常的に口が酸っぱくなる
ようにいっている｡ にもかかわらず企業の不
祥事が起き､ しばしば世間の話題になるのは
どうしてだろうか？ ここでは企業活動の中
でも単なるモラルの逸脱による企業不祥事に
留まらず､ 法に抵触するような ｢企業犯罪｣
といわれる事例についても目を向けながら､
その点についてみることにする｡
 企業不祥事・企業犯罪
企業犯罪とは企業不祥事の中でも企業が犯
す法に抵触する行為を意味し､ ｢脱税・申告
漏れ｣・｢所得隠し｣・｢労災隠し｣､ ｢サービス
残業の横行｣､ ｢欠陥商品の販売｣ ｢粉飾決算｣
｢偽装請負｣ ｢各種の労働基準法違反｣ 等をあ
げることができる｡ こうしたことが日常的に
話題になるのは､ 日本の企業が日常的な指針
として社会的責任や社会貢献を表向きにはいっ
ていても､ 実際にはその指針が企業の外側に
向けた対外的な建前と企業内の本音に分かれ
ていることを示している｡
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しかもこうした行為がなかなか改まらない
のは､ 企業内部での隠蔽体質もある｡ かつて
｢雪印食品｣ の輸入肉偽装問題があったが､
この不祥事が世間に明らかになるのは従業員
の ｢内部告発｣ であった｡ ということは企業
内で行われている不祥事への異議申し立てが
企業内からあったから判明したのであり､ そ
の内部告発がなければ､ いまだにその事実を
私たちは知らなかったかもしれないことにな
る｡ 当然にも内部告発を行うものには､ 多く
のリスクを伴うことは予想される｡ 場合によっ
ては ｢正義｣ と ｢生活｣ を秤にかけ､ その結
果沈黙を貫くのもある意味自然である｡ 企業
からすれば ｢企業機密の漏洩｣ という脅しが
あり､ それでも内部告発することは懲戒処分
を覚悟して行わなければならない｡ 実際に正
義の声を上げたとたん､ その企業にはおれな
くなったということは､ しばしば聞かされる
ことである｡ ということは企業不祥事・企業
犯罪は氷山の一角であり､ 表面にでない同様
の不正行為は限りなくあるといえる｡
｢内部告発｣ という言葉はけっして明るい
イメージではない｡ 実際に公務員倫理法の制
定(1998 年) の際には､ ある政党は ｢密告奨
励は日本社会になじまない｣ という理由で内
部告発者保護規定の盛りこみを頓挫させた苦
い経験があるほどである｡14 ｢密告｣ という用
語と ｢論理｣ は､ 閉鎖的な ｢村社会｣ の掟に
反する行為になるからである｡
 不祥事の土壌
企業が度重なる不祥事を繰り返すのは､ 日
本社会にそうしたものを生みだす土壌がある
からであろう｡ その土壌とは､ ①利潤追求第
一主義 (消費者軽視で金儲けを最優先) ②閉
鎖的経営 (秘密主義・隠蔽体質) ③同族経営
(閉鎖的な集団が支配し､ 上層部の独裁的な
体質と上層部が絶対的な権力を持っている｡)
④企業規律の弛緩 (ぬるま湯的体質で規律が
働かない｡) ⑤傲慢経営(自社のブランドへの
驕りや過去の栄光へのこだわり) などをあげ
ることができる｡
企業不祥事あるいは企業犯罪を起こした企
業の多くの場合は､ 企業名の公表とメディア
のバッシングで大きな社会的制裁を受けるこ
とになる｡ また重大な事由による場合は､ 営
業停止・企業倒産に結びつくことすらある｡
不祥事や犯罪だとは知らずにやることはその
企業が幼稚で未成熟であることを意味し､ コ
ンプライアンスに抵触することを知りつつ脱
法行為や違法行為を行うのは確信犯的な行為
である｡ だがいずれも企業にとっては､ 大き
なリスクを負うことになる｡ にもかかわらず
不祥事が絶えないのは､ ｢見つからなければ
いい｣ とか､ ｢発覚したのは運が悪かった｣
という発想が根強くあるからであろう｡ 今な
お､ 日本の企業風土は未成熟だといわざるを
得ない｡
 企業犯罪とコンプライアンス
企業は対外的には口が酸っぱくなるように
コンプライアンスの重要性をいっている｡ に
もかかわらず企業が犯す ｢企業不祥事｣ や
｢企業犯罪｣ とは､ これまで見てきたように､
当然行うべき社会的責任の対局に位置する事
例である｡ 企業が指針としてコンプライアン
スをいうのはそれなりに意義があるのだが､
あくまで対外的なものでしかないのかという
疑念が残る｡ 確かにコンプライアンスを無視
した企業は､ 全体の中では少数派だろうが､
日々私たちに届く企業不祥事や企業犯罪のニュー
スは決して少ないとはいえない｡ しかも時に
は日本を代表する企業が起こすこともある｡
これは何を意味するであろう｡
我々はここで企業の持つ二面性についても
考察する必要がある｡ それは企業が社会的な
存在である側面とともに利潤追求をめざす側
面の 2 つの性格を兼ね備えていることである｡
日々の経済活動の中で企業は必ずしも前者の
部分にアクセントを置いているわけではない｡
企業の本性からして時には営利を追求するあ
まり､ 過酷な競争原理の誘惑に負けて一線を
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越えたことがあったとしても不思議ではない｡
特に企業内での対等な労使関係の原則が確立
していないところではその傾向が強い｡ 運輸
や建設のような古いしがらみから抜けきれな
い業種もあれば､ ノンユニオン15を基調とす
る新興ビジネスのようなところでは､ 長い年
月をかけて培われてきた一般的な関係は古い
しがらみであると一掃され､ 経営トップの強
引な手法が行われるところでも企業不祥事や
企業犯罪をおこしやすい｡
とりわけ企業の外側から見えにくい部分に
ついて考察することも求められる｡ 少なから
ぬ企業の場合､ 外面にだけは気を配っても､
企業内でのコンプライアンスを無視すること
はしばしばあるからである｡
たとえばサービス残業がそうであるし､ 労
災隠しをはじめとした様々な労働者にとって
重要な事項を認めないことがしばしばある｡
こうした事例が､ 実は対等な労使関係の原則
が確立されていないところだけではなく､ 立
派な環境報告書を作成しているような株式上
場企業でもしばしば事例として登場する｡
これは､ 企業に自由な立場で経済活動をさ
せれば､ そもそも企業が自然発生的に自ら社
会的責任を果たし､ 社会貢献していくのだと
いう幻想だけは持たない方がいいということ
である｡ ｢企業性善説｣ は幻想である｡ 企業
が日々第三者の評価に耐えられる存在になる
ためには､ 多くの関係者が常に監視をしチェッ
クをしなければならないということである｡
これなくして企業は社会的責任を果たせない｡
企業は社会の一員であり他の構成員との適度
の緊張関係を持つのも必要なことである｡ 企
業不祥事・企業犯罪が今なお話題になるのは
そうした事情があり､ この点でも私たちは監
視の目を強めていかなければならない｡
4 企業の社会貢献活動
一方で企業は､ その動機の是非は別として､
｢社会貢献｣ といわれる活動に資金を投下し､
直接間接に活動に関わっている｡ 以下その代
表的なものの特徴をみることにする｡
 フィランソロピー
本来フィランソロピー16とは企業による社
会貢献活動の総称をいい､ アメリカでは個人
や企業による社会貢献活動や､ 寄付行為に対
する呼称として定着している｡ しかし､ 日本
ではフィランソロピーは､ 企業による公益活
動のみを意味することが一般的である｡
後述する ｢メセナ｣ とよく混同されるが､
メセナは企業による ｢芸術｣ や ｢文化｣ とい
う限られた分野への支援活動を意味し､ フィ
ランソロピーは企業による社会貢献をめざす
公益活動全体を指すことが多い｡
したがってフィランソロピーは､ 従業員が
参加するボランティア活動への企業の支援や､
｢マッチングギフト｣ (matching gift)17 のよ
うな企業の従業員が行った寄付行為に応じて
企業も寄付を行なうこともある｡
フィランソロピーはそのスタイルからいく
つかの類型に分けることもできる｡18
企業はこうした様々な分野に手を出してい
るのだが､ これらは結局のところ企業の存続
と繁栄という大目標があり､ そのもとで行わ
れているのはいうまでもない｡ しかし実態は
複雑であり､ ただこのことを持って企業の行
うフィランソロピー活動は偽善者だという単
純なレッテル張りはすべきではないであろう｡
 メセナ
メセナの語源はフランス語であるが､ 帝政
ローマ初期のオクタウィアヌス統治下のガイ
アス・マエケナス (Maecenas) という政治
家が文芸活動に造詣があり､ 若い芸術家を積
極的に支援したことから､ 文化・芸術活動に
企業が資金支援や後援活動を行うことをいう｡
しかし､ 資金提供以外にも人材や施設運営等
による支援もみられるし､ 企業による事業主
催などもメセナとして考えられる｡
メセナの代表的なものに､ 企業が出資した
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財団などを通じた資金的バックアップや､ 企
業が主催するコンサートやオペラの公演､ ス
ポーツなど各種イベントの開催などがある｡
たとえばトヨタ自動車ではいくつかの分野
で社会貢献活動を推進している｡ その中で､
｢芸術文化｣ 分野としてのメセナ活動がある｡
25 年以上続いている ｢コミュニティコンサー
ト｣ や､ 若手振付家の顕彰事業 ｢コレオグラ
フィーアワード｣､ 稽古場支援 ｢創造空間プ
ロジェクト｣､ 子どもとアートの接点・アー
ティストと社会の接点を作り出す ｢子どもと
アーティストの出会い｣ などがあり､ メセナ
においてもさまざまなジャンルで多様なプロ
グラムを展開している｡ ｢エイブルアートフォー
ラム｣ など基盤整備型の活動も積極的に取り
組んでいる｡19
企業博物館も企業メセナの一環として理解
できる｡ 企業博物館はその設立のために企業
が施設建設資金や運営のための資金や施設提
供を前提としているが､ 芸術や学問や研究開
発などのある特定の分野に対して､ 専門分野
において評価の高い事物､ 学術資料､ 美術品
等を収集､ 保管し､ それらについて学芸員な
どの専属職員が研究するとともに､ 公開を原
則とするところから､ 来訪者に展示をし､ 閲
覧・鑑賞を可能としている施設である｡
もちろん企業が関わることから､ 一般の博
物館とは異なる部分もある｡ ある企業が自ら
の企業の活動のテーマを前面に出したり､ 特
許や実用新案なども含めた保持する特殊な技
術､ 専門知識を一般に公開保存する意図で設
置したものがあり､ この形態が一般的である｡
もう一方では創業者や最高責任者の個人的な
趣味やポリシーから収集した美術品､ 絵画､
骨董を展示､ 公開するためのものと二つのタ
イプがあった｡
また他にも､ 企業メセナとして ｢学術研究
活動｣ を支援し､ その業績を展示する研究型
のミュージアムを設置している事例もある｡
さらに逓信博物館のように個別企業を超えて
特定の分野で共通の事業を行なっている団体
が合同で運営する事例も稀にはある｡
また､ 企業製品の利用者に､ その発表の場
を提供する20のも企業博物館の範囲になる｡
このように多種多様な企業博物館がある｡
 ファミリーフレンドリー企業21
ファミリーフレンドリー企業とは､ 従業員
が男女の区別なく ｢仕事｣ と ｢育児・介護｣
とが両立できるような様々な制度を企業内に
持ち､ 従業員が条件に応じて多様かつ柔軟な
働き方を選択し､ 安心して利用活用できる企
業風土や文化がある企業のことをいう｡ いわ
ば ｢家族に優しい｣ 企業といえよう｡
これまでも ｢地域環境にやさしい企業｣ と
か ｢地域社会にやさしい企業｣ という枕詞は
多く語られてきたが､ ファミリーフレンドリー
企業は ｢ワーク・ライフ・バランス (Work
& Life Balance)｣ をベースにした ｢家庭・
家族に優しい企業｣ ということもいえる｡22
厚生労働省では､ 旧労働省の時代から介護
休業や介護のための勤務時間短縮等の措置に
関する規定等が施行された平成 11 年度より､
毎年 10 月には ｢仕事と家庭を考える月間｣
を開催し､ 職場での 『仕事』 と過程での 『育
児・介護』 の両方を支えるための取り組みを
積極的に奨励し､ 著しい ｢成果｣ を挙げてい
る企業を､ ｢ファミリー・フレンドリー企業｣
として表彰してきた｡
表彰の種類には､ 企業の両立への取り組み
の姿勢や成果に応じて､ 厚生労働大臣優良賞､
厚生労働大臣努力賞､ 都道府県労働局長賞の
3 種類の賞を設けて顕彰している｡ 実効性が
どの程度あったのかは第三者からすればわか
りにくいが､ 少なくともファミリー・フレン
ドリー企業として表彰されることは､ 企業に
とっては名誉なことであり､ 対外的には大き
な宣伝効果をもたらしていることだけは事実
である｡23
企業が行う両立支援活動には､ 企業利益を
上げるために､ 対外的な宣伝効果を狙い､ 企
業イメージをアップさせることが前提にある
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ものの､ かつては｢女子労働力｣ を忌避し女
性への差別的な人事施策を多くの企業が行っ
てきた時代を知るものにとっては､ 隔世の感
がする｡
重要なのは､ 企業サイドの動機はいろいろ
なものがあろうが､ 企業自らが両立のために
様々な施策をおこうなうようになったことで
ある｡ 企業の社会的責任と社会貢献の上にお
いては大きな前進である｡ もちろん､ 両立支
援の場合､ 現在でも多くは女性労働者が労働
を継続して行く場合様々な障壁があった｡ だ
からその障壁を取り払ったことに意義がある｡
ただし､ 近年の規制緩和の流れの中で､ 女性
が将来も働くためには､ 男性と同じ水準のハー
ドな労働を要求されていることへの危惧もあ
る｡ 必要なのは男性も女性も ｢人間に値する｣
労働条件と労働環境であり､ その視点抜きの
両立支援は考えられない｡24
企業の両立支援策を考える場合､ その企業
に女性労働者がどの程度雇用されているかは
考慮すべき課題である｡ 業種の違いと各企業
の属性によって女性への雇用の姿勢も違って
くる｡ ただ日本経団連の役員を輩出する企業
がファミリー・フレンドリー企業にあまり名
を連ねていないのは､ 女性の進出度合いが少
ない製造業分野に役員が偏重している結果な
のか､ あるいは偶然なのかどうかは､ 日本的
経営を特徴づけるものとして興味深い現象で
あり､ この点については別の機会に分析をし
てみたい｡
 環境報告書からCSR報告書へ
｢環境報告書｣ とは､ 厚生労働省によれば
｢企業などの事業者が､ 経営責任者の緒言､
環境保全に関する方針・目標・計画､ 環境マ
ネジメントに関する状況 (環境マネジメント
システム､ 法規制遵守､ 環境保全技術開発等)､
環境負荷の低減に向けた取組の状況 (CO2 排
出量の削減､ 廃棄物の排出抑制等) 等につい
て取りまとめ､ 名称や報告を発信する媒体を
問わず､ 定期的に公表するもの｣ である｡
｢環境報告書を作成・公表することにより､
環境への取組に対する社会的説明責任を果た
し､ 利害関係者による環境コミュニケーショ
ンが促進され､ 事業者の環境保全に向けた取
組の自主的改善とともに､ 社会からの信頼を
勝ち得ていくことに大いに役立つと考えられ
ます｡ また､ 消費や投融資を行う者にとって
も有用な情報を提供するものとして活用する
ことができる｣ とされる｡25
環境省は､ 環境報告を行う際の実務的な手
引きとして､ 平成 19 年 6 月に ｢環境報告書
ガイドライン (2007 年版)｣ を発行している｡
これは ｢環境報告書ガイドライン (2003 年
度版)｣､ 及び ｢事業者の環境パフォーマンス
指標ガイドライン (2002 年度版)｣ を統合し､
国内外の動向を踏まえ､ 改訂したものである｡
そうした事情もあり､ 多くの企業では
1990 年代には各企業における目標を設定し､
その ｢努力｣ がなされている｡ 実際に上場企
業のほとんどは環境調査報告書をまとめ公表
し､ ネット上あるいは出版物としてその指針
を明らかにしている｡
日本では､ ISO 14001 など企業の環境マネ
ジメントシステム (Environmental Mana-
gement System＝EMS) への取り組みが進
み､ 環境情報開示の手段としても､ 環境報告
書の作成と公開が 1990 年代後半に急速に進
んだ｡ 環境報告書の国際的な指標を作成して
いる NPO の GRI (Global Reporting Ini-
tiative) は､ 企業活動を環境､ 社会､ 経済の
3 つの側面から評価する ｢トリプル・ボトム
ライン｣ の手法をガイドラインに採用した｡26
これ以降､ 大手企業を中心に､ 環境報告書
に社会性も取り入れ､ 企業のより広い範囲の
活動分野を内外に明らかにすることを目的に､
現在では ｢CSR 報告書｣ として作成するよ
うになった｡
CSR 報告書には､ これまでの環境報告書
に記載されていた､ 経営責任者による提言､
環境方針､ 環境負荷の状況と対策､ EMS の
進捗状況などに加え､ コンプライアンスや､
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労働・安全衛生､ 社会貢献など企業の社会的
責任に関する広範な事項も掲載されるように
なった｡ また客観的な見解を表明でき専門的
な知識を持つ第三者の意見を掲載したり､ 多
様な利害関係者 (マルチ・ステークホルダー)
を招き､ 意見を直接聴いて企業活動に生かす
｢ステークホルダー・ダイアログ｣ や､ ｢ステー
クホルダー・エンゲージメント｣ の理念を採
用する企業も増えている｡ さらに､ NGO や
NPO の意見を求める企業も多い｡ コストは
かかるが企業が環境問題に限らず社会問題全
体に取り組む姿勢を内外に示すものとして上
場企業などは積極的に取り組んでいる｡
5 まとめ
言うまでもないことであるが､ 企業はこの
社会において社会経済発展の源泉である｡ 企
業は基本的に利潤を求めることが大前提であっ
たとしても､ 社会的存在であり企業の日々の
活動は利潤を産みだし自己増殖をおこなって
いる｡ したがってその利潤の一部は当然にも
社会総体に還元されなければならない｡ もち
ろん企業が本来の果たすべき役割を十分に担
いうる経済的な体力も兼ね備えていなければ
ならないことが前提となる｡ だが多くの企業
は､ 日々動き回る内外の情勢に振り回されな
がらも､ 経済活動を続けている現実がある｡
それが時として､ あるいは恒常的に狭い利益
のみ追求する存在になっても不思議ではない｡
社会的存在であり社会貢献が当然である企業
が傲慢にも自らの役割や使命をも無自覚なま
ま傍若無人な振る舞いをすることは何も不思
議なことではない｡
だが､ ｢栄華必衰｣ という言葉もある｡ ｢お
ごるもの久しからず｣ である｡ そうした道を
結果として選択した企業の事例をこれまで私
たちはいくつも見てきた｡ そもそも資本主義
がこの地球上に登場してたかだか 200 年少々
のことであり､ 多くの企業は生まれては消え
というプロセスをたどってきた｡ 100 年も以
上にわたって存続し､ 発展してきた企業など
は実際のところ限られている｡ 私たちは多く
の企業が､ ある時には花形産業の中でのリー
ダーシップ的な役割を果たしてきたが､ ある
時には社会経済や産業構造の転換によって淘
汰されてきた事例をたくさん見てきた｡ 最近
でも没落した企業や再編過程にある企業を数
多く見てきた｡
日本に限らず世界的にも数々のそうした事
例があった｡ アメリカのビッグ3の一角であっ
た GM がしかり､ 日本でもかつてのこの世
の春を謳歌していた金融機関のドラスティッ
クな再編は見事なまでにそのことを示してい
る｡ しかし企業が淘汰され衰退していくこと
は社会が衰退してことを意味するのであり､
たとえ不祥事が原因でその企業が没落したと
しても､ 手放しで喝采することは戒めねばな
らない｡
筆者が ｢企業社会論｣ を扱うのは､ 何も現
代資本主義における企業の ｢悪徳｣ だけを攻
撃することではない｡ 企業の ｢悪徳｣ を批判
することは当然ではあるが､ 社会の発展と人
間の発達という課題を見るとき､ 企業の役割
はけっして小さくはないことも見ておく必要
がある｡ 企業には政府に次いで豊かな財政力
があるのであり､ それを人間の発達と社会の
進歩発展のために費やすことこそ大きな意義
がある｡ しかしそのまま企業にお任せではそ
うした方向に行くとは限らない｡ 企業の善意
にお任せで､ ｢自主性｣ に依存すれば､ 企業
の活動は利潤追求に傾斜し､ 社会貢献的な行
為は後景に押しやられるであろう｡ したがっ
て第三者が企業の行き過ぎや脱線を監視して
いく必要は現在でも当然ある｡ 企業の論理に
おまかせで無条件で従うことは､ この間の東
京電力や九州電力で見られたように､ 自らの
利潤追求のために ｢悪徳｣ を正当化するので
あり､ これは｢企業性善説｣ の不可避な到達
点である｡ 企業に絶え間ない努力をさせるこ
とはもちろんのこと､ 当事者である従業員＝
労働者からの狭い企業人間的かつ企業防衛的
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なアプローチではなく､ 社会的に責任をもっ
た関わりが必要であり､ また第三者としての
国や自治体などの行政機関や各種委員会の公
正な機能もまた要請されるであろう｡ 今回た
またま震災と福島第一原子力発電所事故への
東京電力の対応が貴重な ｢教材｣ として､ 我々
に無数のことを教えてくれたが､ メディアも
またセンセーショナルな表現ではなく本質に
迫った報道が必要とされるであろう｡
こうして見ると研究機関・研究者もまた､
科学にふさわしい真実と真理を探究する真摯
な手法が必要とされるのはいうまでもない｡
結論が先にあって､ それに強引に結びつける
結論を導き出すような ｢御用学問｣ 的な手法
は論外である｡ これは自然科学だけではなく､
人文科学､ 社会科学にもあてはまるのはいう
までもない｡
註
1 日本経団連は､ 近年企業の社会的責任や企業
倫理の徹底を公の場で語るようになった｡ も
ちろん内実がともなっているかの検証は大事
なことであるが､ ここでは ｢企業行動憲章｣
ならびにその全文を紹介することにとどめて
おきたい｡
企業行動憲章
2010 年 9 月 14 日
日本経済団体連合会
【序文】
日本経団連は､ かねてより､ 民主導・自律型
の活力ある豊かな経済社会の構築に全力をあげ
て取り組んできた｡ そのような社会を実現する
ためには､ 企業や個人が高い倫理観をもつとと
もに､ 法令遵守を超えた自らの社会的責任を認
識し､ さまざまな課題の解決に積極的に取り組
んでいくことが必要となる｡ そこで､ 企業の自
主的な取り組みを着実かつ積極的に促すべく､
1991 年の ｢企業行動憲章｣ の制定や､ 1996 年の
｢実行の手引き｣ の作成､ さらには､ 経済社会の
変化を踏まえて､ 数次にわたる憲章ならびに実
行の手引きの見直しを行ってきた｡
近年､ ISO 26000 (社会的責任に関する国際
規格) に代表されるように､ 持続可能な社会の
発展に向けて､ あらゆる組織が自らの社会的責
任 (SR：Social Responsibility) を認識し､ そ
の責任を果たすべきであるとの考え方が国際的
に広まっている｡ とりわけ企業は､ 所得や雇用
の創出など､ 経済社会の発展になくてはならな
い存在であるとともに､ 社会や環境に与える影
響が大きいことを認識し､
｢企業の社会的責任 (CSR：Corporate Social
Responsibility)｣ を率先し果たす必要がある｡
具体的には､ 企業は､ これまで以上に消費者
の安全確保や環境に配慮した活動に取り組むな
ど､ 株主・投資家､ 消費者､ 取引先､ 従業員､
地域社会をはじめとする企業を取り巻く幅広い
ステークホルダーとの対話を通じて､ その期待
に応え､ 信頼を得るよう努めるべきである｡ ま
た､ 企業グループとしての取り組みのみならず､
サプライチェーン全体に社会的責任を踏まえた
行動を促すことが必要である｡ さらに､ 人権問
題や貧困問題への関心の高まりを受けて､ グロー
バルな視野をもってこれらの課題に対応するこ
とが重要である｡
そこで､ 今般､ ｢企業の社会的責任｣ を取り巻
く最近の状況変化を踏まえ､ 会員企業の自主的
取り組みをさらに推進するため､ 企業行動憲章
を改定した｡ 会員企業は､ 倫理的側面に十分配
慮しつつ､ 優れた商品・サービスを創出するこ
とで､ 引き続き社会の発展に貢献する｡ また､
企業と社会の発展が密接に関係していることを
再認識したうえで､ 経済､ 環境､ 社会の側面を
総合的に捉えて事業活動を展開し､ 持続可能な
社会の創造に資する｡ そのため､ 会員企業は､
次に定める企業行動憲章の精神を尊重し､ 自主
的に実践していくことを申し合わせる｡
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
さくらいよしゆき
中京大学企業研究所研究員
2011/10/31 脱稿
企業行動憲章
―社会の信頼と共感を得るために―
日本経済団体連合会
1991 年 9 月 14 日 ｢経団連企業行動憲章｣ 制定
1996 年 12 月 17 日 同憲章改定
2002 年 10 月 15 日 ｢企業行動憲章｣ へ改定
2004 年 5 月 18 日 同憲章改定
2010 年 9 月 14 日 同憲章改定
1 企業は､ 公正な競争を通じて付加価値を創
出し､ 雇用を生み出すなど経済社会の発展を
担うとともに､ 広く社会にとって有用な存在
でなければならない｡ そのため企業は､ 次の
10 原則に基づき､ 国の内外において､ 人権を
尊重し､ 関係法令､ 国際ルールおよびその精
神を遵守しつつ､ 持続可能な社会の創造に向
けて､ 高い倫理観をもって社会的責任を果た
していく｡
2 社会的に有用で安全な商品・サービスを開
発､ 提供し､ 消費者・顧客の満足と信頼を獲
得する｡
3 公正､ 透明､ 自由な競争ならびに適正な取
引を行う｡ また､ 政治､ 行政との健全かつ正
常な関係を保つ｡
4 株主はもとより､ 広く社会とのコミュニケー
ションを行い､ 企業情報を積極的かつ公正に
開示する｡ また､ 個人情報・顧客情報をはじ
めとする各種情報の保護・管理を徹底する｡
5 従業員の多様性､ 人格､ 個性を尊重すると
ともに､ 安全で働きやすい環境を確保し､ ゆ
とりと豊かさを実現する｡
6 環境問題への取り組みは人類共通の課題で
あり､ 企業の存在と活動に必須の要件として､
主体的に行動する｡
｢良き企業市民｣ として､ 積極的に社会貢献
活動を行う｡
7 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社
会的勢力および団体とは断固として対決し､
関係遮断を徹底する｡
8 事業活動のグローバル化に対応し､ 各国・
地域の法律の遵守､ 人権を含む各種の国際規
範の尊重はもとより､ 文化や慣習､ ステーク
ホルダーの関心に配慮した経営を行い､ 当該
国・地域の経済社会の発展に貢献する｡
9 経営トップは､ 本憲章の精神の実現が自ら
の役割であることを認識し､ 率先垂範の上､
社内ならびにグループ企業にその徹底を図る
とともに､ 取引先にも促す｡ また､ 社内外の
声を常時把握し､ 実効ある社内体制を確立す
る｡
10 本憲章に反する事態が発生したときには､
経営トップ自らが問題解決にあたる姿勢を内
外に明らかにし､ 原因究明､ 再発防止に努め
る｡ また､ 社会への迅速かつ的確な情報の公
開と説明責任を遂行し､ 権限と責任を明確に
した上､ 自らを含めて厳正な処分を行う｡
以上
2 本稿では日本のエネルギー政策についての検
証をおこなうほど余裕はないが､ この間明ら
かになった､ 東京電力に限らず九州電力や北
海道電力の公聴会での ｢やらせ発言｣ などは､
企業がやってはいけないことの一線を越えた
行為だという認識は必要である｡ こうしたこ
とが氷山の一角だとしたら､ 日本の企業社会
の内実は深刻である｡
3 毎日新聞 2011 年 10 月 11 日付け記事より
｢トヨタ自動車は 11 日､ 東北地方に生産拠
点を持つ関連子会社 3 社を統合し設立する新
会社の社名を ｢トヨタ自動車東日本｣ とする
と発表した｡ 新会社の社長にはトヨタの白根
武史専務 (59) が就任する｡ 3 社の株主総会
での承認などを得て正式決定する｡
トヨタの国内生産体制強化の一環で､ 関東
自動車工業 (神奈川県横須賀市) ▽セントラ
ル自動車 (宮城県大衡村) ▽トヨタ自動車東
北 (同県大和町) の 3 社が 12 年 7 月に経営統
合する予定｡ 東北を小型戦略車の開発を含め
た一貫生産拠点と位置付ける｡｣
4 企業の分類は経営規模 (大企業と中小企業)
によるもの､ 経営主体(私企業や公企業) によ
るもの､ さらには法的形態による分類 ､ 公益
法人､ 協同組合､ NPO など様々な範囲のもの
が含まれる｡ そうしたことも含めて企業とは
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最大公約数として公益も含めた営利を目的と
して生産や販売などの経済活動を行う組織体
のことをいう｡
5 中間法人とは､ 一般的に営利を目的する法人
ではなく､ 公益法人認定法が定める公益を目
的する法人でもなく､ 非営利・非公益の法人
のことをいう｡ 医療法人､ 法人である労働組
合､ 管理組合法人､ 信用金庫や各種協同組合､
相互会社､ などがある｡ またかつての中間法
人法に基づく中間法人､ 公益社団・財団法人
でない一般社団・財団法人などもこの中に含
まれる｡
6 倉敷紡績の大原孫三郎に限らず､ 渋沢栄一な
ど日本にも開明的な実業家が存在したのは事
実であるが､ 欧米諸国に比べてそのような評
価をされる実業家の数は圧倒的に少ないのも
事実である｡
7 朝日新聞 2011 年 1 月 14 日記事
http://www.asahi.com/national/update/0114
/TKY201101140253_01.html 2011/10/15 検索
8 平成 22 年度大学等卒業予定者の就職内定状況
調査 (平成 22 年 12 月 1 日現在) による｡
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985
20000010f10.html 2010/10/17 検索
9 日本労働弁護団事務局長の笹山弁護士による
と､ その企業のブラック度を判断する観点と
して､ 以下の 3 点をあげている｡
①総じて､ 人件費の占める割合が高い企業は
ブラックになりやすい｡
②長期に働いている女性がいるか､ いないか｡
③数年上の先輩がいるか｡
企業にとって人件費は切り縮めやすく､ 経
費削減効果が大きい｡ 人を減らせば､ 残った
人間の労働条件は過酷になる｡ 人件費の割合
が大きい典型は飲食業界｡
企業が労働者をどうみているかは､ 男より
差別されやすい女性従業員が大事にされてい
るかどうかをみれば､ ある程度は分かる｡
会社に何年か上の先輩がいれば､ 後輩社員
がつらい思いをした時､ 相談相手になる｡ そ
れが退職への歯止めにつながる｡
といった具合｡
ただ､ 笹山弁護士は ｢はっきり言って､ 日
本の会社は多かれ少なかれ､ ブラックという
前提を持っている｣ という｡
http://www.tokyo-sports.co.jp/writer.php
?itemid=11339 2011/9/28 検索
10 企業不祥事が企業経営を困難にした場合は数
多いが､ 支援企業があるかないかで企業が倒
産廃業に追い込まれることもある｡ 多くの場
合致命的とも思える失策で追い詰められた企
業は多いものの､ 金融機関や同業者の救済に
よって再生された企業も数多い｡ この間､ 食
品業界での不祥事は少なからずあったが､ 不
二家の場合は山崎製パンが支援したが､ ミー
トホープは支援する企業がなく廃業に追い込
まれた｡
11 たとえば ｢トヨタ自動車内野過労死事件｣ に
見られるように､ 現在においても企業が ｢労
働災害｣ や ｢過労死｣ の事実を真摯に受け止
めて､ 積極的に認定する側にならないのは､
企業は放任しておけば積極的に社会的な責任
を果たすことはあり得ないことを示している｡
トヨタ自動車堤工場の班長であった内野健一
氏の過労死認定には当事者の死亡から最終解
決まで実に 7 年の歳月を費やしている｡ この
間の軌跡を観察すると､ 判決が確定して｢和解｣
が確定するまで､ 企業サイドも行政(労働基準
監督署) サイドも企業内労働組合もこの事例
を真摯に受け止めてきたとはとてもいえない｡
詳しくは櫻井 [2010] を見よ｡
12 ｢全トヨタ労組を支援する会｣ 機関誌 [れいめ
い｣ № 16 (2011／070) での紹介記事によれば､
トヨタ企業集団にいては末端の ｢下流域｣ に
行くほど､ コンプライアンスは無視され､ 企
業の社会的責任はかなぐり捨てられる傾向に
なることが明らかにされている｡ 末端ではい
わゆる ｢ブラック化｣ された企業が数多く存
在していることが明らかにされる｡ 労災隠し
や偽装請負､ パワハラなどが横行しており､
こうしたことは ｢川上｣ の企業も実態をつか
みにくい事例については､ CSR の観点からも
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トヨタ自動車本体が直接指導することも必要
に思われるが､ これは越権行為であろうか？
13 ISO については､ 日本工業標準調査会 (JISC)
のサイトの ISO の項目を参照するとわかりや
すい｡
http://www.jisc.go.jp/international/isoiec.
html 2011/10/15 検索
14 公益通報者保護法 (平成 16 年法律第 122 号)
とは､ 主に企業の内部えの社会的不正や違法
行為を外部に告発した労働者を法的に保護す
る法律である｡ 2004 年 6 月 18 日公布され 2
年の経過を経て､ 2006 年 4 月 1 日施行されて
いる｡ この法律では､ 内部告発者に対する不
利益な取り扱い､ たとえば解雇や昇進や昇級
の差別や減給など無効とした｡
15 日本の大企業の労使関係の中には企業内労働
組合を通した人事制度の遂行という事例が多
いが､ 近年の新興企業や外資系企業の中には
労働組合が存在しない形の労使関係が目につ
く｡ これが労使関係のいわゆる ｢ノンユニオ
ン｣ である｡
16 フィランソロピーとは､ ギリシャ語の philo
(愛) と anthropos (人類) を語源とし､ そ
もそもは人間の愛､ 博愛､ 慈善などであり､
現代社会では企業が中心となって行われる社
会貢献活動や慈善的な寄付行為など ｢福祉｣
活動を指す｡ 場合によっては､ 企業が行うこ
とを強調するために､ ｢コーポレートフィラン
ソロピー｣ ということもある｡
17 マッチングギフトとは 企業や団体などが社会
貢献のために寄付や義捐金を募る際､ 寄せら
れた金額に対して企業側が金額の上乗せを行
い､ 寄付金額を増やした上で同じ寄付対象に
寄付するという取り組みをいう｡ マッチング
ギフトは､ 主に､ 企業が従業員に対して寄付
を募る場合の制度として導入されることが多
いが従業員の寄付に対して､ 企業は一定比率
の額を企業側から拠出し､ 増額して寄付する
といった形がとられる｡ 比率は多くの場合
100 パーセントであり､ 寄付金額は倍にされ
る｡ マッチングギフトによって､ 従業員の善
意を企業が支援するといった形が実現できる｡
18 日本フィランソロピー協会によれば､ フィラ
ンソロピーは役割から以下の 4 つに区分して
いる｡
①企業の本業を生かした社会貢献
企業サイドからすれば､ 本来の目的である
経済活動を進める中で､ 本業を生かした社会
貢献活動も併せて行う｡ 企業の本業が社会貢
献的な性格を帯びていたり環境や福祉の分野
で活動を行うことが主目的であるならば､ そ
うした企業は自らの立場を生かした社会貢献
活動を行うことが可能であり､ そうした活動
を通して企業価値を向上させ内外に認知させ
ていくことにもなる｡
②金銭的寄付による社会貢献
本業の企業活動とはまず切り離して､ 社会
貢献活動を専門的に行っている団体 (NPO等)
に資金提供を行う事例もある｡ これは企業と
しての間接的な社会貢献活動のフィランソロ
ピー活動になる｡
③企業施設を活用した社会貢献
企業には従業員対策としての様々な福利厚
生施設がある｡ たとえばグランドや体育館や
会議室等の施設を部外者にも無料開放するこ
とによって､ 地域の人達との交流を深めるフィ
ランソロピーもある｡
④人材を活用した社会貢献
従業員に対し社会貢献活動を ｢業務命令｣
として実施させたり活動させるフィランソロ
ピーもある｡ この場合企業は自らが広告塔的
な役割を果たすために､ 各種スポーツで横断
幕やゼッケンの着用などで企業アピールをす
ることはよくある｡ また従業員が個人として
行うボランティア活動に ｢休暇制度｣ や ｢表
彰制度｣ などの形で企業が支援するフィラン
ソロピーもある｡
http://www.8mm.co.jp/works/philanthrop
y/contents/activity/corp_award_2005.html
2011/10/01 検索
19 トヨタ自動車は､ 社会貢献活動 (メセナ活動)
の一環として実施している ｢トヨタ コレオグ
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ラフィーアワード｣ は､ 舞踊の振興及び次代
を担う振付家の発掘・育成を目的に､ 世田谷
パブリックシアターと提携のもとで､ 2001 年
より通算 7 回実施しているという｡
20 富士フイルムフォトサロンやニコンサロンの
ようにビジネス関係者だけでなく個人にも開
放した ｢フォトギャラリー｣ での発表の場を
提供しているのも広義の企業博物館として捉
えることができる｡
21 厚生労働省では企業が ｢ファミリー・フレン
ドリー企業｣ として評価されるための基準と
して､ 以下の 4 つを示している｡
①法を上回る基準の育児・介護休業制度を規定
実際に利用分割取得できる育児休業制度､
通算 93 日を超える介護休業制度､ 年 5 日を超
える子どもの看護休暇制度など
②仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟な働き
方ができる制度
実際に利用育児や介護のための短時間勤務
制度､ フレックスタイム制などの導入
③仕事と家庭の両立を可能にするその他の制度
を規定
実際に利用事業所内託児施設､ 育児・介護
サービス利用料の援助措置など
④仕事と家庭との両立がしやすい企業文化
男性も含め育児・介護休業制度等の利用が
しやすい雰囲気｡ 両立について､ 経営トップ､
管理職の理解があることなど｡
22 ワーク・ライフ・バランス (WLB) とは､ 内
閣府男女共同参画会議の仕事と生活の調和に
関する専門調査会によると､ ｢老若男女の誰も
が､ 仕事､ 家庭生活､ 地域生活､ 個人の自己
啓発など､ 様々な活動について､ 自ら希望す
るバランスで展開できる状態｣ であるとされ
る｡ 詳細は
http://www8.cao.go.jp/wlb/index.html
参照のこと｡ 2011. 10. 20 検索
23 歴代の厚生労働大臣優良賞受賞企業には､ 株
式会社ベネッセコーポレーション (平成 11 年
度)､ セイコーエプソン株式会社 (平成 12 年
度)､ 日本電気株式会社 (平成 13 年度)､ 富士
ゼロックス株式会社 (平成 14 年度)､ マツダ
株式会社 (平成 15 年度)､ 花王株式会社 (平
成 16 年度)､ ソニー株式会社 (平成 17 年度)
といった企業が名を連ねている｡
厚生労働省 HP より
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/ko
you/family/ 2011/10/20 検索
24 男女共同参画は近年定着しつつあるようだが､
その中には､ 労働ビッグバンの影響を受けた
側からの ｢男女の差別是正論｣ も登場してい
る｡ たとえば労働分野の規制緩和を積極的に
唱える八代尚宏氏 [2011] の主張は､ 結果と
して女性労働を企業社会における男性の労働
と同じ水準を求めている｡
25 ｢厚生労働省における環境配慮の方針｣ (平成
16 月 6 月 29 日)
厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp/topic
s/2004/06/tp0629-1.html 2011/10/20 検索
26 ｢トリプルボトムライン｣ とは企業の活動を経
済的な側面にとどまらず社会面ならびに環境
的な側面からも評価しようとする指針である｡
具体的には､ 持続可能性を追求するための企
業の経済的側面､ 社会的側面､ 環境的側面の
三つの側面についていう｡
資料
トヨタ自動車株式会社､ ｢Substainability Report
2010｣ の構成は以下のように幅広いものから
成り立っているが､ これは何もトヨタ自動車
だけに限らず､ 環境報告書を発行している多
くの企業の共通したものである｡
｢Substainability Report 2010｣ の構成
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